
 

区  分 令和４年度 (a) 令和３年度 (b) 増 減 (a-b) (a/b) 

電 力 量 
2億7,640万3千kWh 

3億1,501万4千kWh △3,861万1千kWh 87.7% 
(2億9,334万5千kWh) 

純 利 益 

（税抜き） 

11億7,818万4千円 
7億3,800万4千円 4億4,018万円 159.6% 

(1億4,977万6千円) 

 

区  分 令和４年度 (a) 令和３年度 (b) 増 減 (a-b) (a/b) 

給

水

量 

末 端 
1,912万 1千㎥ 

1,925万 8千㎥ △13万 7千㎥ 99.3%  (1,927万 9千㎥) 

用 水 
2,948万 9千㎥ 

2,934万 2千㎥ 14万 7千㎥ 100.5%  (2,955万 5千㎥) 

純利益 

（税抜き） 

4億 8,755万 1千円 
6億 4,679万 8千円 △1億5,924万7千円 75.4%  (1億3,532万9千円) 

 

 

 

 

 

 
 

 

〇 地方公営企業法第 30条第１項の規定により、令和４年度事業の決算を 
とりまとめました。 

〇 電気、水道両事業ともに、純利益を計上しました。 

 
 ◯ 電気事業 

基幹発電所の大規模改修等に伴う運転停止及び流入量の減少等により、電力量は予算及び前年度
を下回りました。 

純利益は、予算及び前年度を上回りました。 

 

 

 

 

◯ 水道事業 
給水量は、末端給水事業では戸当たり水量の減少により、予算及び前年度を下回りました。 

用水供給事業では、悪天候による取水障害により、一時送水制限を行ったことから、予算を下回
りましたが、前年度は上回りました。 

純利益は、水道事業全体で前年度を下回ったものの、予算を上回りました。 

 

 

 

 

 

 

 

※ 詳細は、 別紙１ 及び  別紙２ のとおりです。 

 

 ◯ 趣  旨 
   企業局の経営状況を的確に把握するとともに、「見える化」を図るため、決算に合わせて作成・ 

公表するものです。 

 ◯ 概  要 
  ■ 経常収支比率（経常損益） 

電気、水道両事業ともに、継続して100％を超えており「経営の健全性」が確保されています。 

■ 流 動 比 率（短期的な支払能力） 

電気、水道両事業ともに、継続して100％を超えており「支払能力」が確保されています。 

■ 有形固定資産減価償却率（資産の老朽化度合） 

電気、水道両事業ともに、長野県公営企業経営戦略に基づき、計画的な施設更新に努めています。 

※ 詳細は、  別紙３  のとおりです。 

 

 

 

 

 

長野県（企業局）プレスリリース 令和５年（2023年）５月 31日 

企業局 経営推進課 財務係 
（課長）竹花 顕宏 
（担当）井口 健太 塚原 悠輔 
電 話  026-235-7384（直通）  

026-232-0111（代表）内線3917 
ＦＡＸ  026-235-7388 
E-mail kigyo@pref.nagano.lg.jp 

 
令和４年度企業局事業の決算がまとまりました 

１ 各事業の状況 （ ）内は令和４年度当初予算数値 

２ 経営比較分析表 
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　※ Ｒ４数値は,県独自公表

15.33 13.60 14.30 14.18

35.2 35.0 34.4 32.1 20.1 18.5 20.6 18.9 22.3 22.1 23.0 28.8
長野県
平均

長野県
平均

長野県
平均

長野県
平均

長野県
平均

43.17 41.13 37.18 35.08 30.19

「営業損益（100％以上が良好）」

長野県
平均128.9 129.3 133.8 130.2 9.08 9.11 9.27 9.85

平均
長野県
平均

長野県
平均

長野県
平均129.9 130.2 134.6 131.2 749.1 763.6 666.3 836.7 89.3 92.8 95.1 101.1

④　有形固定資産減価償却率（％）

（固定資産減価償却累計額÷償却対象資産の帳簿原価）

592.29

6.82 7.32 7.96 8.69 9.55

661.01 391.03
R４R３ R４ H30 R元

54.78 53.72
61.2 61.9 62.0 60.7

123.66

電気事業における経営比較分析表（R４決算）

長野県企業局

①　経常収支比率 （%）

⑤　営業収支比率 （%）

②　流動比率 （%）

⑥　供給原価 （円／kWh）

（経常収益÷経常費用）

（営業収益÷営業費用）

（流動資産÷流動負債）

（（経常費用－長期前受金戻入額）÷供給電力量）

H30 R元 R２ R３ R４ R２ R３
250.08 312.78152.66 146.37 134.01 143.45

「短期的な支払能力」

「供給電力量1kWh当たりに要する費用」

⑧　設備利用率 （%）

H30 R３ R４
142.08 130.89

H30 R元 R２R元 R２ R３
151.31

145.57
R元 R２

R４ H30 R元

「収益力（企業が１年間に生み出すキャッシュの総額）」

123.38 142.12

（年間発電電力量÷（最大出力×24ｈ×365日））

126.16
R４H30 R元 H30

R４

長野県

H30 R元 R２ R３ R４

「経常損益（100％以上が良好）」

「設備の効率性」

228.69 292.87 355.54 59.22 60.76 61.30

H30 R元 R２ R３ R４

H30

⑦　EBITDA （億円）

⑨　修繕費率 （%） ⑩　FIT収入割合（％）

（純利益＋減価償却費＋支払利息－長期前受金戻入額）

（FIT適用施設に係る料金収入÷料金収入）

20.40

13.90 21.41
R元 R２ R３

「営業費用（人件費除く。）に対する修繕費の割合」

11.36 18.35

「債務残高」 「資産の老朽化度合」

「料金収入に占めるFIT収入の割合」

③　企業債残高対料金収入比率 （%）

（企業債残高÷料金収入）

（修繕費÷（営業費用－人件費））

15.28 9.81 8.23 17.67 15.17 8.09
R２ R３ R４

21.79 21.20 16.95 16.07

R２ R３
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指標名 結　　果

①経常収支比率 継続して100％以上を確保

②流動比率 継続して100％以上を確保

③企業債残高対
 　料金収入比率

企業債残高の増加に伴い上昇

④有形固定資産
 　減価償却率

計画的な施設更新を継続

⑤営業収支比率 継続して100％以上を確保

⑥供給原価
組織体制の効率化等により、H26以降、7
円前後で推移。供給電力量の減少により
上昇

  イービットディーエー

⑦ＥＢＩＴＤＡ
料金収入の減少に伴う純利益の減少によ
り低下したが、継続して高い収益力を確保

⑧設備利用率 大規模改修による運転停止により低下

⑨修繕費比率 計画的な修繕により増減

⑩ＦＩＴ収入割合 新規発電所の運転開始等により増加

別紙 ３

－ 全国平均値（31団体）

グラフ凡例
■ 長野県企業局



ｌｌ

　※ Ｒ４数値は,県独自公表

「料金水準の適切性（100％以上が良好）」

「有収水量１㎥当たりに要する費用」 「施設の効率性」 「供給した配水量の効率性」

「資産の老朽化度合」 「管路の経年化の状況」 「管路の更新投資の実施状況」

(当該年度に更新した管路延長÷管路延長)

⑨　管路経年化率 （％） ⑩　管路更新率 （％）

20.49
10.03 長野県 0.28 0.29 0.44 0.5448.65 長野県 8.10

50.74

(供給単価÷給水原価)

(経常費用-長期前受金戻入)÷年間総有収水量) (１日平均配水量÷１日配水能力) (年間総有収水量÷年間総配水量)

平均 90.19 90.03 90.09 90.21平均 62.32 61.71 63.12 62.57平均 161.82 161.03 159.93 162.77

「経常損益（100％以上が良好）」 「短期的な支払能力」

R３

18.51

(経常収益÷経常費用) (流動資産÷流動負債) (企業債残高÷給水収益)

0.69 0.69

H30 R元 R２ R３H30 R元 R２ R３ R４H30 R元 R２ R３ R４

平均

①　経常収支比率 （%） ②　流動比率 （%） ③　企業債残高対給水収益比率 （%）

⑤　給水原価 （円／㎥） ⑥　施設利用率 （％） ⑦　有収率 （％）

⑧　有形固定資産減価償却率 （％）

21.34 23.27 平均 0.70 0.72
0.30

平均 48.86 49.60 50.31

R４
長野県 44.98 46.37 47.10

「債務残高」

48.14 8.86 8.97

長野県 89.12 86.53長野県 151.17 157.60 150.97 158.30 161.67

(固定資産減価償却累計額÷償却対象資産の帳簿原価) (法定耐用年数を経過した管路延長÷管路延長)

8.56

R４H30 R元 R２ R３ R４
86.67 86.41 85.85長野県 59.20 60.13 61.12 61.06 61.02

H30 R元 R２ R３ R４

平均 104.84平均 318.89 309.10 306.08 306.15平均 112.62 113.35 112.36 112.26

H30 R元 R２

106.11 103.75 105.30平均 290.07 290.42 294.66 285.27
114.3 109.27 107.35長野県 605.74 610.21 598.32 600.28 619.28長野県 114.52 114.24 115.28 113.06 110.69 長野県 114.24 109.93

R２ R３ R４
長野県 115.02 125.25 128.48 133.02 137.49

水道事業（末端）における経営比較分析表（R４決算）

長野県企業局

④　料金回収率 （%）

H30 R元 R２ R３ R４H30 R元 R２ R３ R４ H30 R元 R２ R３ R４H30 R元
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指標名 結　　　　果

①経常収支
　  比率

継続して100％以上を確保

②流動比率 継続して100％以上を確保

③企業債残高
    対給水比率

経営戦略期間経過後の残高が計画期間前
の、残高を上回らないよう発行額を抑制

④料金回収率
利益は、老朽化対策及び耐震化の財源並び
に企業債償還に計画的に充当

⑤給水原価 動力費等の経常費用の増により増加

⑥施設利用率
平均値程度であり、適正な施設能力を維持
なお、H29から、水源（井戸1本)の新規稼働に
伴い、配水能力が向上

⑦有収率
有収率向上に向け、老朽管の計画的な更新を
進めるとともに、Ｒ４年度は人工衛星を活用し
た漏水調査等を実施

⑧有形固定
    資産減価
    償却率

老朽化が進んでおり、今後大量更新時期を迎
えることから、計画的な更新を継続

⑨管路経年化
   率

国の基準を参考とした更新基準を定め、着実
に更新することで、費用の平準化と将来の負
担を軽減

⑩管路更新率
更新を要する管路の増加が見込まれるため、
事業費の平準化等を図りつつ、計画的な更新
を継続

－ 類似団体平均値
（給水人口15万人－30万人、74団体）

グラフ凡例

■ 長野県企業局



　※ Ｒ４数値は,県独自公表

「料金水準の適切性（100％以上が良好）」

「有収水量１㎥当たりに要する費用」 「施設の効率性」 「供給した配水量の効率性」

「資産の老朽化度合」 「管路の経年化の状況」 「管路の更新投資の実施状況」

①　経常収支比率 （%） ②　流動比率 （%） ③　企業債残高対給水収益比率 （%） ④　料金回収率 （%）

⑤　給水原価 （円／㎥） ⑥　施設利用率 （％） ⑦　有収率 （％）

⑧　有形固定資産減価償却率 （％） ⑨　管路経年化率 （％） ⑩　管路更新率 （％）

(経常収益÷経常費用) (流動資産÷流動負債) (企業債残高÷給水収益) (供給単価÷給水原価)

（(経常費用-長期前受金戻入)÷年間総有収水量) (１日平均配水量÷１日配水能力)

水道事業（用水）における経営比較分析表（R４決算）

長野県企業局

H30 R元 R２ R３ R４H30 R元 R２ R３ R４ H30 R元 R２ R３ R４H30 R元 R２
119.38 116.72 105.51

R３ R４
長野県 120.06 124.92 120.57 115.95 108.28 長野県 117.35 126.32長野県 174.91 172.64 175.73 189.41 198.00長野県 1400.59 1759.9 1440.91 1504.76

平均 258.49 271.10 284.45 309.23平均 112.98 112.91 111.13 112.49
1061.98

平均 112.83 112.84 110.77 112.35平均 290.31 272.96 260.96 240.07

H30 R元 R２ R３ R４ H30

「経常損益（100％以上が良好）」 「短期的な支払能力」 「債務残高」

R元 R２ R３ R４H30 R元 R２ R３ R４

(年間総有収水量÷年間総配水量)

100.00 100.00 100.00長野県 99.53 99.97 99.37 99.25 99.74
平均 73.86 73.85 73.18 73.05

長野県 100.00 100.00長野県 37.84 35.15 37.19 38.04 42.08
平均 100.08 100.00

(固定資産減価償却累計額÷償却対象資産の帳簿原価) (法定耐用年数を経過した管路延長÷管路延長) (当該年度に更新した管路延長÷管路延長)

R２ R３ R４H30 R元 H30 R元R２ R３ R４H30 R元 R２ R３ R４

100.16 100.28平均 61.77 61.69 62.26 62.22

2.06 1.74 0.00長野県 0.00 0.00 10.09 72.68 72.69 長野県 1.76 1.96
平均 55.77 56.48 57.50 58.52

長野県 56.00 57.16 59.07 58.71 60.97
平均 0.24 0.20 0.32 0.28平均 25.84 27.61 30.30 31.74
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指標名 結　　　　果

①経常収支
　  比率

継続して100％以上を確保

②流動比率 継続して100％以上を確保

③企業債残高
   対給水比率

供用開始時に発行された企業債の償還がほぼ
終了し、今後は施設や管路の更新のための借入
が見込まれる

④料金回収率
利益は設備投資等に充当するほか、大規模更新
に向け、内部留保資金として確保

⑤給水原価 平均値以下を継続

⑥施設利用率 高い効率性を維持。給水原価の抑制にも寄与

⑦有収率 受水団体への計画給水量分を確実に送水

⑧有形固定
    資産減価
    償却率

更新時期の到来に向け、計画的な更新が必要

⑨管路経年化
    率

耐用年数(40年)を経過した管路が発生

⑩管路更新率
Ｒ６年度末までに管路の耐震適合率を100％とす
るため、計画的な耐震化を実施

－ 全国平均値（66団体）

グラフ凡例
■ 長野県企業局


